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貸　借　対　照　表

金 額 金 額

380,219 111,686 

現 金 及 び 預 金 241,090 109,854 

営 業 未 収 金 120,019 1,594 

前 払 費 用 8,889 238 

そ の 他 流 動 資 産 10,219 

2,866,876 

18,386 

建 物 付 属 設 備 9,891 

工 具、 器具 及び 備品 8,495 3,135,409 

1,352,394 

140,346 1,750,296 

ソ フ ト ウ ェ ア 22,716 1,352,394 

ソ フト ウェ ア仮 勘定 117,630 397,902 

2,708,142 59,387 

関 係 会 社 株 式 2,708,142 59,387 

繰 越 利 益 剰 余 金 59,387 

△26,669 

3,135,409 

3,247,096 3,247,096 

( 純 資 産 の 部 )

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

株 主 資 本

営 業 未 払 金

未 払 法 人 税 等

負 債 合 計 111,686 

負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

自 己 株 式

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

(2023年３月31日 現在)

(単位：千円)

流 動 資 産

科 目

流 動 負 債

科 目

( 負 債 の 部 )

固 定 資 産

( 資 産 の 部 )

有 形 固 定 資 産

そ の 他 流 動 負 債

 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。  
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損　益　計　算　書

至 2023年３月31日

(単位：千円)

109,109 

133,971 

24,862 

1 1 

24,861 

24,861 

316 316 

25,178 

自 2022年12月１日

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

当 期 純 損 失

科 目

経 常 損 失

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

受 取 利 息

金 額

営 業 損 失

 

 （注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。  
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(単位：千円)

利益剰余金

その他利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 繰越利益剰余金

2022年12月1日残高 － － － － － － － －

当事業年度中の変動額

新株発行による増加 1,352,394 1,352,394 1,352,394 2,704,788 2,704,788

会社分割による増加 397,902 397,902 84,566 482,468 482,468

自己株式の取得 △ 26,669 △ 26,669 △ 26,669

当期純損失 △ 25,178 △ 25,178 △ 25,178

当事業年度中の変動額合計 1,352,394 1,352,394 397,902 1,750,296 59,387 △ 26,669 3,135,409 3,135,409

2023年３月31日残高 1,352,394 1,352,394 397,902 1,750,296 59,387 △ 26,669 3,135,409 3,135,409

株主資本
合　　　計

資本剰余金
資本金

純資産合計

株主資本等変動計算書

自 2022年12月１日

至 2023年３月31日

自己株式

株主資本

 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。  
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個 別 注 記 表 

記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準および評価方法 

関係会社株式･････ 移動平均法による原価法 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産･･･････ 定率法 

（リース資産を除く）    ただし、建物付属設備及び構築物については定額法を

採用している。 

無 形 固 定 資 産･･･････ 定額法 

（リース資産を除く）    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいている。 

 

（３）収益の計上基準 

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第２９号２０２

０年３月３１日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第３０号２０２１年３月２６日）を適用しており、当社

の収益は、主に傘下子会社への経営指導料である。 

当社は、グループ会社との経営指導に係る契約に基づき、各社に対し

経営指導・監督の指導を行うことを履行義務として識別している。当該

取引は、契約における義務を履行するにつれて顧客が便益を享受するも

のであることから、役務を提供する期間にわたり収益を認識している。 

 

（４）消費税等の処理の方法 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除

対象外消費税等は当事業年度の期間費用としている。 
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２．重要な会計上の見積り 

（１）関係会社株式の評価 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 

関係会社株式 2,708,142千円 

② 計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

当社が保有する関係会社株式の評価基準は原価法を採用している

が、市場価格のない株式等について関係会社の財政状態の悪化によ

り実質価額が著しく下落した場合には、回復可能性を検討の上、帳

簿価額の減額処理を行う。なお、関係会社の業績が悪化した場合、

翌事業年度以降の計算書類において関係会社株式に係る評価損が発

生する可能性がある。 

 

関係会社株式の詳細については、「１．重要な会計方針に係る事項

に関する注記 （１）有価証券の評価基準及び評価方法 関係会社

株式」を参照。 

 

3．貸借対照表関係の注記  

（１）有形固定資産の減価償却累計額 ･･････  1,166千円 

（２）関係会社に対する金銭債権および債務 

① 短期金銭債権 ･･･････････････  120,019千円 

② 短期金銭債務 ･･･････････････       718千円 

 

4．損益計算書関係の注記  

関係会社との取引高 

① 営業収益   ･････････････    109,109千円 

② 営業費用   ･････････････     66,737千円 
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5．株主資本等変動計算書に関する注記  

（１）発行済株式の総数に関する事項, 

株式の種類 
当事業年度期首 

株  式  数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株  式  数 

普通株式 － 1,172,714 株 － 1,172,714 株 

 

（２）自己株式の数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首 

株  式  数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株  式  数   

普通株式 － 172,714 株 － 172,714 株 

 

（３）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

      該当なし。  

 

（４）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

   該当なし。  

 

6．金融商品に関する注記 

  （１）金融商品の状況に関する事項 

    ①金融商品に対する取組方針 

       当社は、原則として安全性の高い運用を基本とする資金運用規程

に基づき、短期運用の預金として保有し、投機的な取引は行わない

方針である。 

②  金融商品の内容およびそのリスク並びにリスク管理体制  

     営業債権である営業未収金は、全て関係会社に対するものであり、

信用リスクはないものとして評価している。 

     営業債務である営業未払金は、１年以内の支払期日である。また、

営業未払金は、流動性リスクにさらされているが、当社では月次で

資金計画を作成するなどの方法により管理している。  
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（２）金融商品の時価等に関する事項 

   ２０２３年３月３１日における貸借対照表計上額、時価およびこれら 

の差額については次のとおりである。なお、市場価格のない株式等は、

次表には含めていない。 

（単位：千円） 

 貸借対照表 

計上額（※１） 
時価（※１） 差額 

現金及び預金 241,090  241,090  ― 

営業未収金 120,019  120,019  ― 

資産計 361,110   361,110  ― 

営業未払金 （109,854） （109,854） ― 

負債計 （109,854） （109,854） ― 
  （※１）負債に計上されているものについては、（  ）で示している。  

  （※２）関係会社株式（ 2,708,142 千円）は市場価格がない株式等に該当するため金融商品の時

価等に関する事項には含めていない。  

 

（注１）金融商品の時間の算定方法およびデリバティブ取引に関する事項  

 資 産 

現金及び預金および営業未収金 

    これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっている。 

負 債 

 営業未払金 

   短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっている。 

 

（注２）市場価格のない株式等 

（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

関係会社株式 2,708,142 
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7．関連当事者との取引に関する注記 

（１）親会社および法人主要株主等 

（単位：千円） 

属性  会社等の名称  
議決権等の所有  

（被所有）割合  

関連当事者と

の関係  
取引の内容  取引金額  科目  期末残高  

親会社  日本放送協会  
被所有  

直接 100％  

役員の兼任・

出向者の受入

等  

出向者給与  50,657 －  －  

 

取引条件および取引条件の決定方針等  

（注１）出向者給与については、出向元の給与を基準に双方協議の上、決定している。  

 

（２）子会社および関連会社等 

（単位：千円） 

属  性  会社等の名称  
議決権等の所有  

（被所有）割合  

関連当事者

との関係  
取引の内容  取引金額  科  目  期末残高  

子会社  
㈱ＮＨＫ   

ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ 

所有  

直接 100％  

経営指導  

・監督  

役員の兼任  

経営指導料  

（注１）  
52,449 営業未収金  57,694 

子会社  
㈱ＮＨＫ  

ｴﾃﾞｭｹｰｼｮﾅﾙ 

所有  

直接 100％  

経営指導  

・監督  

経営指導料  

（注１）  
18,071 営業未収金  19,878 

子会社  

㈱ＮＨＫ  

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾒﾃﾞｨｱ 

ｻｰﾋﾞｽ 

所有  

直接 100％  

経営指導  

・監督  

役員の兼任  

経営指導料  

（注１）  
22,712 営業未収金  24,983 

子会社  
㈱ＮＨＫ  

ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ  

所有  

直接 100％  

経営指導  

・監督  

経営指導料  

（注１）  
 3,378 営業未収金   3,715 

子会社  
㈱ＮＨＫ  

アート   

所有  

直接 100％  

経営指導  

・監督  

経営指導料  

（注１）  
12,497 営業未収金  13,746 

 

取引条件および取引条件の決定方針等  

（注１）経営指導料については、業務内容を勘案して価格を決定している。  

（注２）取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含めている。  
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8. 収益認識に関する注記 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記 (3)収益の計上基準」に同様

の内容を記載しているため、注記を省略している。 

 

9．1 株当たり情報に関する注記 

    (１)1 株当たり純資産額       3,135 円 41 銭 

   (２)1 株当たり当期純損失       25 円 18 銭 

 

10.重要な後発事象に関する注記 

  該当事項なし 

 

11.企業結合等に関する注記 

（共通支配下の取引等） 

当社は、２０２３年３月１日付で、株式会社ＮＨＫエンタープライ

ズ、株式会社ＮＨＫエデュケーショナル、株式会社ＮＨＫグローバル

メディアサービス、株式会社ＮＨＫプロモーション、株式会社ＮＨＫ

アート、及び株式会社ＮＨＫ出版の資産を、吸収分割（以下、「本会社

分割」）により承継した。 

 

１．  取引の概要 

（１）対象となった資産の内容 会社分割での取得株式数 

株式会社ＮＨＫエンタープライズ株式        851 株 

株式会社ＮＨＫエデュケーショナル株式       550 株  

株式会社ＮＨＫグローバルメディアサービス株式  1,159 株 

株式会社ＮＨＫプロモーション株式        56,000 株 

株式会社ＮＨＫアート株式                    81,200 株 

 

（２）企業結合日 

２０２３年３月１日 
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（３）吸収分割の法的形式 

当社を吸収分割承継会社とし、株式会社ＮＨＫエンタープライズ、株

式会社ＮＨＫエデュケーショナル、株式会社ＮＨＫグローバルメディア

サービス、株式会社ＮＨＫプロモーション、株式会社ＮＨＫアート、及

び株式会社ＮＨＫ出版を分割会社とする吸収分割である。 

 

（４）結合後企業の名称 

株式会社ＮＨＫメディアホールディングス（日本放送協会の子会社）  

 

（５）その他取引の概要に関する事項 

当社は、日本放送協会により２０２２年１２月１日に設立され、株式

会社ＮＨＫエンタープライズ、株式会社ＮＨＫエデュケーショナル、株

式会社グローバルメディアサービス、株式会社ＮＨＫプロモーション、

及び株式会社ＮＨＫアートを子会社として有している。 

 

当社は、子会社の発行済株式の全てを直接保有するため、（１）に掲げ

る資産を本会社分割により承継した。 

 

２．  実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第２１号 ２０１９年１月

１６日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第１０号 ２０１９年１月１６日）に基づき、

共通支配下の取引として処理している。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

２０２３年５月２６日

株式会社ＮＨＫメディアホールディングス

取 締 役 会  御 中

東 京 事 務 所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 白 取  一 仁

監査意見

 当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＮＨＫメディア

ホールディングスの２０２２年１２月１日から２０２３年３月３１日までの第１期事業

年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表

並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

 当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

 その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の

報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

 計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に

おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に

重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載

内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

 当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。

 その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

EY新日本有限責任監査法人



 計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

 監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

 監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において

独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬に

より発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を

与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に

よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する

重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を

喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、

計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、

監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は

継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の

表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

いるかどうかを評価する。

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施

過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以  上



監 査 報 告 書 

 

 当監査役会は、2022年 12月 1日から 2023年 3月 31日までの第 1期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審

議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。 

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方

法で監査を実施しました。 

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたし

ました。また、子会社については、取締役及び使用人等から毎月定期

的に事業内容の報告を受けました。 

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社か

ら成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第 100条第 1項及び第 3項に定める体制の整備に関する

取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部

統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用

の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見

を表明いたしました。 

③  事業報告に記載されている会社法施行規則第 118条第 5号イの留意し

た事項及び同号ロの判断及び理由については、取締役会その他におけ

る審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。 

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第 131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管



理基準」（平成 17年 10月 28日企業会計審議会）等に従って整備して

いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載及び取締

役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

④  事業報告に記載されている日本放送協会との取引について、当該取引

をするにあたり当社の利益を害さないように留意した事項及び当該

取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及

びその理由について、指摘すべき事項は認められません。 

 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

   会計監査人 EY 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。 

 

                  2023年 5月 31日 

           株式会社 ＮＨＫメディアホールディングス 監査役会 

常勤社外監査役    木 村 弘 巳 ㊞ 

社外監査役      高 橋 正 美 ㊞ 

監査役        小 山 雅 典 ㊞ 




